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環境課題を踏まえた事業基盤の強化環境課題を踏まえた事業基盤の強化
環境分野のガバナンス

ISO14001によるマネジメント強化
日本においては、2011年1月にグローバル本社をはじめ、研究
開発、生産、物流などすべての主要拠点、および製品開発プロ

セスにおいて環境ISO14001の認証を取得し、環境統括者が
直接環境活動を管理・推進する体制を構築しました。また、環境

統括者が定めた全社での統一目標を、地区事務局を通して事業所

ごとに従業員に共有しています。全社を統括するISO事務局と各
事業所や部門での活動内容や従業員からの提案を束ねる地区事

務局は、月に1回以上協議を実施し、目標に対する進捗の確認、
ベストプラクティスの水平展開、マネジメントシステムの改善、次

年度計画の立案、事業所や部門からの要望の吸い上げなどを行

います。協議された内容や提案などは年2回（うち1回はマネジ
メントレビューにて）、環境統括者に報告し、改善につなげています。

一方、マネジメントが適切に機能していることを確認するために、

第三者機関による外部審査を実施しています。さらにコンプライ

アンスを強化するために、内部監査においてこれまでの確認項目

だけではなく行政への届出など、遵法性を重点に確認しリスクを

洗い出しています。海外では主要生産工場ごとにISO14001を取
得しており、今後新規に事業展開する地域についても、同様の基

*1　取り組みに関する詳細はこちらのページをご参照ください。　>>> P018
*2　REACH規制：Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals
*3　VOC：Volatile Organic Compoundsの略。揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総称。
*4　OEM車を除く。
*5　PBDE：ポリブロモジフェニルエーテル
*6　CLP規制：Classification, Labelling and Packaging of Substances and Mixtures Regulation

準で環境マネジメントシステムを導入する方針です。*1

環境負荷物質を高い自主基準で低減

材料における環境負荷物質については、欧州ELV指令（使用
済み自動車に関する指令）や、2007年6月から欧州で施行され
ている化学品に関するREACH規制*2、日本の「化学物質の審査

及び製造等の規制に関する法律」などにより、各国で使用制限

の強化が求められています。また日本自動車工業会は、車室内

で発生する可能性があるホルムアルデヒドやトルエンなどの

揮発性有機化合物（VOC）*3を最小化する自主目標を掲げてい

ます。日産では、厚生労働省が2002年1月に定めた指定物質
で、自動車車両を構成する物質の指針値を満たすことを目指し、

2007年4月以降、日本国内で生産・販売している新型乗用車に
適用しています。2019年１月に同省指針値が改定され、2022
年以降発売の新型車から新しい指針値を満たしています。

日産は、環境負荷物質の管理強化、計画的な削減、および

代替を推進しています。科学的にハザード（危害要因）が認定

された、またはそのリスクが高いと考えられる物質や、NGOが
リスクを指摘している物質などを含めて検討し、各国の

法規よりさらに厳密な日産独自の物質使用方針を2005年
に制定、2007年よりグローバルに展開しています。使用を

禁止または管理する化学物質については、日産技術標準

規格「特定物質の使用に関する制限」で規定し、開発初期

段階から日産車に使用する原材料、部品、用品のすべてに

適用しています。例えば、2007年7月以降にグローバル市場
に投入した新型車*4から、重金属化合物4物質（水銀、鉛、カド
ミウム、六価クロム）および特定臭素系難燃剤PBDE*5類の

使用を禁止もしくは制限しています。車室内で使用するVOC
についても、日本自動車工業会の自主目標を日産のグロー

バル基準とし、シートやドアトリム、フロアカーペットなどの部

材や接着剤の見直しを行い、順次低減に努めています。

日産技術標準規格「特定物質の使用に関する制限」は、

グローバルの化学物質法規の動きと日産の自主基準物質

の追加に基づいて、毎年改定しています。2017年度の改訂に
あたり、ルノー・日産アライアンスのメンバーは、法規を先読み

してコンプライアンスレベルを高めるハザードとリスクに関する

選択基準の再評価に基づく共有基準を設定し、アライアンス

活動を強化してきました。

日産はサプライヤーとともに、サプライチェーン全体で情報

伝達と管理の仕組みを構築して運営しています。例えば欧州

で生産・輸入するクルマや部品については、REACH規制に
適合するためユーザーなどへの情報提供や官庁への登録・

届出を行い、CLP規制*6にも対応しています。



Corporate direction 環境 社会性 データ集ガバナンス目次

061

Nissan Motor Corporation

ESG data book 2023

大気品質 資源依存 水資源 第三者保証 環境課題を踏まえた
事業基盤の強化

気候変動環境課題に関する
方針・考え方

日産の拠点における行政処分および指導

2022度の環境マネジメントシステムの活動について、環境
関連の重大な法令や条例違反による行政処分を受けた生産

拠点はありませんでしたが、国内生産拠点において指導を

受けた環境事故(工場排水の全窒素値が基準値超過)が1件
発生しました。浄化槽の状態不良が原因であり、浄化槽の維持

管理方法の見直しおよびモニタリング体制の強化により再発

防止を行っていきます。

従業員の環境意識の向上に向けて

日産の環境活動を支えるのは、従業員一人ひとりの環境

知識や意識、そして力量です。日産は ISO14001の活動
の一環として、従業員および事業所や工場で働く協力

会社の従業員を対象に、「ニッサン・グリーンプログラム

2022(NGP2022)」に基づくCO2排出量の削減、エネル

ギーや水使用量の削減、廃棄物の削減のほか、有害物質の

管理を含む環境事故防止についての教育を毎年実施してい

ます。また工場では、環境負荷削減を実現する力量の継続

的な向上のために、教育や訓練に加え各従業員の定量評価を

行い、人財を育成しています。訓練内容は、常に必要な力量が

身につくよう年1回の見直しを行っています。
日本では、「NGP2022」や自動車産業を取り巻く環境課題
について理解を促進するため、入社時のオリエンテーション

や管理職および中堅クラス向けのセミナーなどにおいて

日産独自のカリキュラムによる教育や、役員とのタウンホール

ミーティングを実施しています。また環境への取り組みの新

情報などをイントラネットや社内報、社内ケーブルテレビを

通じて発信し、従業員への共有を図っています。海外でも、イン

トラネットでの情報共有はもちろん、ビデオやイベントなど

地域に合ったツールや機会を活用しながら啓発活動や従業

員への情報共有を図っています。

従業員による活動と評価制度

日産では、2008年度よりQCサークル活動の項目に「環境」
を加え、環境活動の改善に向けた従業員の積極的な提案を

採用する仕組みへと発展させています。またQCサークルで
の活動は、中期計画の達成にも貢献することを役員から伝え、

従業員の積極的な参画を促進しています。従業員からの提案

は、改善への貢献レベルやその他基準に応じ、QCサークル
を統括する役員および事務局により評価され、最も評価の高

かった提案が実行に移されます。

また、現場の知識やスキルのベストプラクティスをマニュアル

集にまとめ、グローバル拠点で共有し環境負荷を低減してい

ます。日本では、2月の省エネルギー月間にエネルギー削減
のアイデアコンテスト、6月の環境月間に水使用量削減の
アイデアコンテスト、10月の3R推進月間には廃棄物削減の
アイデアコンテストを開催しています。こうしたプログラム

は、従業員の積極的な環境活動への参加を支えています。

日産は、従業員による環境改善活動をその貢献度合いにより

さまざまな方法で評価する仕組みを採用しています。日本国内

および海外拠点の一部では、従業員の年間業務目標に環境改善

活動を組み込み、目標に対する達成度合いに応じて評価し、

賞与の業績連動部分にも反映します。また、CEOなどの役員から
授与される「日産賞」、工場長から授与される「工場長賞」のほか、

優れた活動や功績に対して管理職から授与される「サンクス

カード」を通して、環境改善につながる活動を表彰しています。
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ライフサイクルアセスメント（LCA）
手法を活用した環境負荷の低減

現場担当者によるリスク管理、監督者による妥当性確認や

定期的な監査の実施など、複数の仕組みを講じて日常的に確固

としたマネジメントを行っています。さらにライフサイクルアセス

メント（LCA：Life Cycle Assessment）手法によって潜在的
なリスクを抽出しています。日産ではLCA手法を用いて、クルマ
の使用時のみならず、製造に必要な原料採掘の段階から、製造、

輸送、廃棄に至るすべての段階（ライフサイクル）において環境

負荷を定量的に把握し、包括的な評価をしています。

日産は、2010年から社団法人産業環境管理協会による第三者
認証を、2013年からはLCAの算出手順についてドイツの
テュフラインランドによる第三者認証を継続して受けています

（2021年11月更新）。この認証は、ISO14040／14044の
規格に基づいており、商品ライフサイクルにおける日産の環境

負荷の算出手順を保証するものです。「NGP2022」では、この
算出手順に基づいて新型車や新技術のLCAを実施し、走行時や
製造工程の効率化などを進めることで、クルマのライフサイ

クルにおけるさらなる環境負荷を低減しました。

グローバルに販売トップのモデルのLCA改善
日産はLCA手法の適用を進め、環境負荷の定量的な把握範囲
を、影響の大きいグローバルのトップ販売モデルへと広げて

おり、台数ベースでのカバレッジは、グローバルで約80％、欧州
では約90％に達しています。
「エクストレイル（「ローグ」）」「キャッシュカイ」の例では、

内燃機関の効率向上や車両軽量化により、前型よりも安全

性を高めつつ、CO2の排出を削減しています。

ライフサイクルでのCO2等価排出量（CO2、CH4、N2Oなど）

前型

キャッシュカイ＊2エクストレイル（ローグ）＊1
現行型前型 現行型

■素材・部品・車両製造・物流　■燃料製造・電力製造　■使用　■メンテナンス　■廃車
＊1  米国生産・走行(12万マイル)における比較　　＊2  欧州生産・走行（15万km）における比較
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現行型：1.5L、CVT
前　型：2.5L、CVT

現行型：1.3L、6MT
前　型：2.0L、CVT

「e-POWER」におけるLCA比較
2016年に新パワートレインの「e-POWER」を投入し、ライフ
サイクルにおける環境負荷を低減しながら車両の電動化を

さらに推進しています。例えば、「ノート e-POWER」「キッ
クス e-POWER」「エクストレイル  e-POWER」「セレナ 
e-POWER」では同型のガソリン車と比較し18～27%の
CO2排出量を削減しています。「e-POWER」を搭載している
電動車では、発電のためだけにガソリンエンジンを利用する

ため、限定的な条件で運転することができます。これにより、

通常のガソリンエンジンに比べてエンジンの小排気量化が図れ、

走行時の燃料消費量を削減することができています。

また、100%EVほどのバッテリー容量を必要としないため、
バッテリーなどEV固有部品の製造によるCO2等価排出量はガソ

リン車比で微増にとどまります。

今後、さらなる車両軽量化を推進し、「e-POWER」を活用して
エネルギー効率を最適化することにより、CO2等価排出量を

さらに削減できる可能性があります。

ライフサイクルでのCO2等価排出量（CO2、CH4、N2Oなど）
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0 同型
ガソリン車

セレナ
e-POWER 同型

ガソリン車 e-POWER

（%）

ノート
■素材・部品・車両製造・物流　■燃料製造・電力製造　■使用　■メンテナンス　■廃車
日本生産・走行（10万km）における比較

e-POWER：1.2L
同型ガソリン車：1.2L

e-POWER：1.4L
同型ガソリン車：2.0L
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生産原材料の採掘

クルマの利用リユース、または
廃車のリサイクル

クルマの
ライフ
サイクル
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「EV」におけるLCA比較
「日産リーフ」は日本の同クラスのガソリン車と比べ、ライフ

サイクルにおけるCO 2排出量を約32%削減しています。
2022年発売の「日産アリア」と「日産サクラ」は、EV商品力

ライフサイクルにおけるCO2削減取り組みの事例

栃木工場で生産する「日産アリア」では、ライフサイクルの各段階におけるCO2削減の取り組みを強化しました。

製造段階では、材料の歩留まり向上、リサイクル由来の原材料活用などの継続的な活動により、CO2等価排出量の抑制に貢献してきま

した。2021年に栃木工場に導入した「ニッサン インテリジェント ファクトリー」により、車両組み立て時の生産効率を向上させるイノ
ベーションの推進、工場で使用するエネルギーと材料の効率の向上、工場設備の電動化、再生可能エネルギーへの代替を図り、生産

工場におけるカーボンニュートラルに取り組んでいます。

使用段階では、電動パワートレインの効率改善、補機類の消費電力削減、バッテリー技術の向上などによる電力消費効率の向上を

進めていきます。また、使用段階での再生可能エネルギーの利用は、環境負荷低減に貢献します。

廃車段階では、クルマ用として使用されたバッテリーをさまざまなエネルギーの貯蔵用途、分散型発電に貢献するバッテリーエコシス

テムとして活用し、社会全体での低炭素化に向けた取り組みを推進しています。

日産は、EVのライフサイクルにおける、さらなる環境負荷低減の可能性を追求していきます。

ライフサイクルでのCO2、等価排出量（CO2、CH4、N2Oなど）

同クラス
ガソリン車：
排気量2.0L

日産アリア
駆動バッテリー
容量66kWh

同クラス
ガソリン車：
排気量1.8L

日産リーフ
駆動バッテリー
容量40kWh

■素材・部品・車両製造・物流
■燃料製造・電力製造
■使用
■メンテナンス
■廃車
日本生産・走行（10万km）に
おける比較
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同クラス
ガソリン車：
排気量0.66L

日産サクラ
駆動バッテリー
容量20.6kWh
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日産サクラ

のさらなる向上と環境負荷低減を両立しています。日本の

同クラスガソリン車対比で、ライフサイクルCO2排出量を

17～18%削減しました。

ライフサイクル評価における
地球温暖化以外の貢献

日産はLCA評価のスコープを温室効果ガス以外の化学物質
へと拡大しています。新型「キャッシュカイ」は現行のガソリン

エンジン車と比較し、削減対象とする全化学物質において5～
19%の排出量削減をライフサイクルで達成しており、総合的
な環境貢献を示す結果を得ることができました。

新型「キャッシュカイ」のライフサイクル評価
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ステークホルダーエンゲージメント

サプライヤーとの協働

「NGP2022」では、サプライヤーの環境パフォーマンスの改善に取り組みました。

サプライヤーの環境パフォーマンスの改善の取り組み例
ニッサン・グリーン調達ガイドライン

2008年 グローバル版として「ニッサン・グリーン調達ガイドライン」を新規発行

2010年 環境負荷物質法規の改定に伴う変更（欧州 REACH 規制、MSDS 提出）
ルノー・日産サプライヤーCSR ガイドライン発行に伴う修正

2011年 「NGP2016」発行に伴う変更

2016年 日産とルノーの環境負荷物質技術標準の統合化(RNESB-00027)

2018年 「NGP2022」発行に伴う変更

2019年 環境負荷物質管理体制の自己診断追加など

2021年 コーポレートパーパス設定、LCA評価用データの提出方法、CDP活用の追加など

2022年 バリューチェーンにおけるCO2削減取り組み強化、関連技術標準の統合化、 関連法改正に伴う修正

グローバルでのサプライヤーにおける環境データの調査

2012・13年 日産独自のサーベイを実施（CO2・水・廃棄物）

2014年～ CDPサプライチェーンプログラムに参画（2022年度回答率　気候変動：81％、ウォーターセキュリティ：74％）

THANKS活動 

2009年 サプライヤーとの共同改善活動「THANKS活動」*1を推進

*1　TTHANKS：Trusty and Harmonious Alliance Network Kaizen activity with Suppliersの略。  詳細はこちらをご参照ください。　>>> P099

連結製造会社との協働

日本国内外の主要連結製造会社においては、ISO14001の
認証を取得し運営することはもちろん、各社の環境方針に基

づいた環境活動を推進しています。

さらに「NGP2022」達成に向けて協働するため、日本国内の
主要連結会社との定期情報交換会を実施し、「NGP2022」
の詳細内容と各社の環境への取り組みの共有を進めてきま

した。

販売会社との協働

また日産の環境活動に対して、お客さまから信頼と評価を頂く

ためには、販売店での環境配慮が不可欠だと考えています。

日本の販売会社は、ISO14001認証をベースとした日産独自の
環境マネジメントシステム「日産グリーンショップ」認定制度を導

入し、半年に一度、販売会社自らが内部審査を行うとともに、日

産自動車株式会社による1年ごとの「定期審査」、3年ごとの「更
新審査」を通じて、継続的な環境マネジメントシステムの維持に

努めています。2023年６月末時点で、部品販売会社を含む全販
売会社150社の店舗約2,700店を「日産グリーンショップ」とし
て認定しています。

認定された販売会社では、お客さまに環境への取り組みの紹

介などを行い、お客さまと積極的なコミュニケーションを行っ

ています。
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大気品質 資源依存 水資源 第三者保証 環境課題を踏まえた
事業基盤の強化

気候変動環境課題に関する
方針・考え方

将来世代との協働

日産は若い世代の人々と環境に対する課題を共有し、明日

のリーダーたちを啓発する活動を推進しています。

日産は2008年から、日本において児童向けの環境出張授業
を実施。2023年3月現在、参加者数は累計で12.3万人を超
えています。「NGP2022」では、日本国内はもとより、世界
各国にもプログラムを拡大しました。

「NGP2022」における主な取り組み
「日産わくわくエコスクール」など、児童向けの体験型環境教育

プログラムをグローバルに拡大しました。主な目的は以下

の2つです。
・世界が直面している環境問題について共有

・日産の環境への取り組み（EVである「日産リーフ」をはじ
めとするグリーンテクノロジー）を紹介

環境教育を通じて、子どもたちが普段の生活の中で環境

に配慮した行動をとることを促します。

NGOとの協働
日産は、社会貢献活動においても「環境」への取り組みが重要

であると考え、地球環境問題への理解を深める教育プログラム

の実施など低炭素社会の実現に向けたさまざまな活動に取り組

んでいます。一方で、複雑化する環境課題に対応するためには、

非営利組織（NGO・NPO）や行政などさまざまなステークホ
ルダーと連携し、相互の強みを生かしながら活動を強化するこ

とが有効だと考えます。

日産が地域社会貢献で目指しているのは、よりクリーンで安全、

そしてすべての人に平等な機会を与えられる社会の実現です。

「NGP2022」では、NGOとグローバルに協働し、気候変動
や水不足などの課題への対応を中心に、さまざまなプロジェクト

を実施し、地域社会の支援を進めてきました。

「NGP2022」における主な取り組み
・WWFジャパン（世界自然保護基金ジャパン）のキャンペー
ンへの参加を通じた従業員の環境意識の醸成

・WWFジャパンによる温室効果ガス削減に向けた世界規模の
啓発キャンペーン「Earth Hour」への参加を継続
・途上国での水資源問題や女性の人権問題を啓発するケ

ア・インターナショナルジャパン主催の「Walk in Her 
Shoes（彼女の身になって歩く）」キャンペーンに協賛。同
キャンペーンへ従業員の参加を促進し、環境意識を醸成
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